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教育福祉委員会委員長報告書 

令和元年７月１０日 

 

教育福祉委員会に付託されました陳情２件につきまして、審査

の過程における各委員からの討論及び審査結果について、審査経

過順に報告します。 

初めに、陳情第１０号「義務教育費国庫負担制度の堅持に関す

る意見書採択に関する陳情書」について申し上げます。 

本陳情は、２０２０年度予算編成に当たり、義務教育費国庫負

担制度の堅持に関する意見書を政府及び関係行政官庁宛てに提出

することを求めるものです。 

初めに、当局より、 

国は日本国憲法、教育基本法の定めにより、義務教育費無償の

原則を保障する責務があり、現在公立小中学校の教職員の給与は、

国が３分の１、県が３分の２を負担しています。 

県の財政状況は千差万別であり、教育の機会均等、教育水準の

確保の面からも、義務教育費国庫負担制度の堅持は、本市にとっ

ても大切であると考えます。 

との意見がありました。 

審査の過程における討論は特になく、採決の結果、全会一致を

もって、採択すべきものと決定しました。 

最後に、陳情第１１号「国における２０２０年度教育予算拡充

に関する意見書採択に関する陳情書」について申し上げます。 

本陳情は、２０２０年度予算編成に当たり、子どもたちにより

よい教育を保障するために、国における２０２０年度教育予算拡

充に関する意見書を政府及び関係行政官庁宛てに提出することを

求めるものです。 

初めに、当局より、 

子どもの確かな成長を支え、夢と希望を抱きながら、自信を持

って生きる子どもたちを育てることが教育の命題であり、この 

命題に向けて、子どもたちをよりよく育てることが、学校教育の

使命です。この学校教育の充実のためには、物的にも人的にも環

境を整えることが大切であり、国にはこのための予算措置の拡充

をぜひお願いしたいと考えています。陳情の７項目は、どれも重

要なものであると考えます。 
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との意見がありました。 

審査の過程における討論として、 

１ １点要望し、採択の立場で討論する。 

ＯＥＣＤの２０１８年９月の報告によると、日本の公的教育予

算の支出は、ここ何年も最下位となっている。 

少子高齢化社会の中にあって、今の子ども達が大人になる頃の

社会保障環境は、大変厳しい時代になることが予想される。 

次代を担う子ども達が、厳しい社会環境を生き抜いていくため

には、教育は大変重要である。すべての子ども達が豊かな教育環

境を得て、力強く生きていけるよう、教育予算の拡充を強く要望

する。 

２ １点要望し、採択の立場で討論する。 

教育予算の拡充は、国民の多くの願いであり、当然の内容と考

える。また、老朽化した校舎対策は喫緊の課題である。 

ただ、全国で１、２の超マンモス校が流山市で次々と生まれる

事態を招きかねない現在、保護者、現場の教職員はもとより、市

教育委員会、そして市議会としても、子どもを取りまく環境、特

に、学ぶ権利の保障、人格形成を、より良い環境の中で過ごせる

よう考えていかなければならない問題と考える。 

今後とも、適正規模の学校を、適正な配置のもとで行われるよ

う知恵と力を結集することを強く求める。 

がありました。 

採決の結果、全会一致をもって、採択すべきものと決定しまし

た。 

以上で教育福祉委員会の委員長報告を終わります。 


